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研究要旨：  

本研究は、がん患者の就労支援をテーマとする２つの研究班（平成22-24年度：H22-

がん臨床-一般- 008、平成25年度：H25-がん臨床-一般-004）を引き継ぐ位置づけの３年

プロジェクト（H26-H28）である。 

本研究の目的は、過去２期の研究班において開発した各種教材を充実させるとともに、

医療機関で実施する離職予防プログラムの開発、さらに、企業におけるがん就労者支援の

体制整備に向けた研修プログラムを開発し、その基本データとなる各種調査を実施するこ

とである。その目的に向けて、医療機関・患者向けの研究として６プロジェクト、事

業場向け研究として８プロジェクトを実施し、がん就労者をとりまく実態の詳細を把

握するとともに、複数の支援資材や研修プログラムを開発した。その一部は、労働者

健康安全機構が実施する「事業場向け両立支援ガイドライン」の周知研修の教材とし

て活用されている。 

医療機関で実施する研修プログラムについては、本研究から、がん就労者の情報・

支援ニーズの時系列による変遷や、現状で対応不十分な領域が明らかになった。具体

的な研修プログラムについては、がん治療を担う医療機関の背景がさまざまであるこ

とから、特定のプログラムの均てん化よりも、各施設で無理なく実施できるアクショ

ンを検討する方向性のほうが適切と考えられた。 
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Ａ．研究目的 

本研究班は、がん患者の就労支援をテー

マとする２つの研究班（平成22-24年度：H

22-がん臨床-一般- 008、平成25年度：H2

5-がん臨床-一般-004）を引き継ぐ位置づ

けの３年プロジェクト（H26-H28）である。 

この間、第二期がん対策推進基本計画

（H24-28）における重点課題として「働く

世代や小児へのがん対策の充実」が盛り込

まれ、H28 年 2 月には厚生労働省から事業

場に向けた「事業場における治療と職業生

活の両立支援のためのガイドライン」も発

行された。H28 年 12 月に成立した改正が

ん対策基本法では、事業主が働くがん患者

の就労継続を支援することが努力義務とし

て示され、さらに政府がニッポン一億総活

躍プランを示すなど、働くがん患者の治療

と職業生活の両立に向けた政策の進展が見

られる。また、社会保険労務士やハローワ

ーク相談員など、従来は医療機関に入るこ

とが少なかった就労専門家との協同も徐々

に進んでいる 

しかし、医療現場や事業場における具体

的な支援のあり方についてはまだ試行錯

誤が続いており、働くがん患者の就労実態

や、現場で活用できる支援リソースは不足

している。 

本研究の目的は、過去２期の研究班にお

いて開発した各種教材を充実させるとと

もに、医療機関で実施する離職予防プログ

ラムおよび企業におけるがん患者への支

制度の整備に向けた研修プログラムの開

発、さらにそれらに資する各種調査を実施

することである。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）医療機関/患者向けプロジェクト 

平成26年度は①がん患者の離職実態

調査の立案、②医療機関で実施する離職

予防介入研究の準備として介入研究の

文献レビュー、③がんと仕事のＱ＆Ａの

改定２版の作成、④「症状別職場対応の

ヒント集作成に向けた体験談収集調査

を実施した。 

平成27年度は、医療機関で実施する離

職予防プログラムの基礎データを得る目

的で、働くがん患者を対象として２種の

実態調査（横断的観察研究、前向き観察

研究）を実施した。また、平成26年度に

引き続いて患者体験談を収集し、「がん

就労者のための症状別対応のヒント集」β

版を作成した。 

平成28年度は、働くがん患者を対象と

した前向き観察研究を継続実施するとと

もに、横断的観察研究のデータを用いて

診断から離職までの時間に関する要因分

析を実施した。また、「がん就労者のた

めの症状別対応のヒント集」β版の評価と

追加体験談の収集を実施した。医療者に向

けては、「治療と職業生活の両立支援ガイ

ドブック」を作成し、研究班ホームページ

で公開した。 

医療機関で実施する研修プログラムに

ついては、３年間の活動により、がん就

労者の情報・支援ニーズの時系列による

変遷や現状で対応不十分な領域が明らか

になった。また、患者・医療者向けの教

育資材も開発された。具体的な研修プロ

グラムについては、がん診療連携拠点病
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院も含め、がん治療を担う医療機関はそ

の背景（設立母体、がん患者の割合、マ

ンパワー、地域が得られる院外のサポー

ト資源等）がさまざまであることから、

特定のプログラムの均てん化よりも、各

施設で無理なく実施できるアクションを

検討する方向性のほうが適切と考えられ

た。今後、その方向性を活かした研修立

案が望まれる。 

 
（２）事業場向けプロジェクト 

平成26年度は、①産業看護職向け研

修プログラムの開発と評価、②人事労務

担当者と産業看護職の合同研修プログ

ラムの開発と評価、③病者支援に関する

企業関係者対象ヒアリングを実施した。 

平成27年度は、企業のがん支援力向上

に向けた人事向け研修を立案し、パイロ

ット研修を実施した。また、企業が直面

する困難を明らかにする目的で、全国の

都道府県が実施した企業調査のレビュ

ーを実施した。 

平成28年度は、前年度の研修プログラ

ムを活かして、同年２月に厚労省から公

開された「事業場における治療と職業生

活の両立支援のためのガイドライン」の

普及に向けた企業向け研修プログラム

立案と教材開発を行い、研修パッケージ

を厚生労働省に提出した。本研修パッケ

ージは、労働者健康安全機構が実施す

る「事業場向け両立支援ガイドライン」

の周知研修の教材として活用されてい

る。また、中小企業向け両立支援ツール

（PC版）を開発し、研究班ホームページ

で公開した。さらに、愛媛県において医

療機関と企業が連携した職場関係者向

け就労支援研修（管理職研修）を立案・

実施した。 

 
（３）一般市民向け情報発信 

H26からH28年まで、日本対がん協会か

らの開催助成を得て、オープン参加のシン

ポジウムを３回開催した。 

 

＜倫理面への配慮＞ 

 本プロジェクトに関連する研究活動に

おいては、ヘルシンキ宣言第５次改定お

よび厚生労働省が定める臨床研究に関す

る倫理指針および疫学研究に関する倫理

指針に従い、必要に応じて調査実施前に

関係機関の倫理委員会の承認を得ている。

インフォームドコンセントの取得にあた

っては、研究目的の詳細な説明、結果公

表に際しての匿名性の保持、個人情報の

保護、自由意思による研究への参加等を

保証した。 

 
Ｃ．研究結果 
C-1 医療機関/患者向けプロジェクト 

 

（１） 医療機関で実施する離職予防介入

研究の準備として介入研究の文献

レビュー ＜立道グループ＞ 

 がん患者に対する就労支援に関する病院

介入研究に関して、今年度は文献研究をび

ょうい実施した。Tamminga らによって、

2008 年 10 月発刊分までのシステマティッ

クレビューが終了しているため、それ以降

について、 rehabilitation, intervention, 

cancer をキーワードに文献検索を行った。

データベースは PubMed を用いた。910 編
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の論文がヒットしたが、さらに return to 

work に論文タイトル、アブストラクトをし

ぼったところ 60 編が相当した、研究の内容

から、該当する 11 論文において、就労支援

に関する病院介入研究を認めた。RCT も 2

研究で行われていたが、いずれも feasibility

研究か、あるいはサンプルサイズの問題も

あり、有意な介入効果は認められなかった。

これら「がんと就労」における研究は、直

近の研究報告でも婦人科系癌の研究が多く、

他には大腸がんが 2 研究のみであり、今後

日本で初めて行う介入研究のプロトコール

作成には、がん種別を含めたより個別化の

問題を解決する必要があると考えられた。 

 

（２） がん患者の離職実態調査（横断的観

察研究）＜高橋グループ＞ 

医療スタッフが行う就労支援プログラム

開発のための基礎資料を得る目的で、がん

診断時に就労していた成人がん患者の①医

療施設および患者の職場での就労支援提供

に関する実態，②離職割合や退職のタイミ

ングとその理由，③医療施設で行う就労に

関する情報支援ニーズおよびそれらが必要

とされる時期を特定する質問紙調査を実施

した。 

国立がん研究センター中央病院，愛知が

んセンター中央病院，四国がんセンターの

3施設で，アンケート調査を実施した。こ

れらの協力施設のロビーあるいは診療科

窓口で協力依頼を行った。アンケート回収

数は合計で1,483部であった（回収率

91.7%）。適格基準に見合う950名分のデー

タを有効回答として集計した。 

本調査では，約 8 割の者が，がんの診断

時に仕事の心配があったと回答したが，そ

の仕事に関する悩みをアセスメントした医

療者は約 2 割であった。がんの診断時の仕

事を辞めた者は約 2 割であり，そのうちの

約 4 割が，がんの最初の治療が始まる前ま

でに退職していたことが明らかになった。

退職の理由として，「職場に迷惑がかかる」

や「気力・体力的に働けないだろうと予測

した」が約 3 割を占めた。情報支援に関し

て，診断時にニーズが高かった情報は，「入

院日や入院期間の見込み」「治療にかかる医

療費の見込み」「治療スケジュール（治療日

や通院頻度）」「自分の治療から予想される

仕事に差し支えそうな副作用の情報」等で

あった。診断時～最初の治療までにニーズ

が高かった情報は診断時のそれと同様であ

ったが，「入院日や入院期間の見込み」に代

わり，「副作用症状への対応方法のヒント」

のニーズが高かった。最初の治療から復職

までにニーズが高かった情報は，「似たよう

な治療を受けた人の職場復帰の体験談」「治

療と仕事に対する専門家の個別相談」「副作

用症状への対応方法のヒント」「自分の治療

から予想される仕事に差し支えそうな副作

用の情報」等であった。復職後にニーズが

高かった情報は，最初の治療から復職まで

のそれと同様であった。以上より，最初の

治療開始前までに，これらの情報提供およ

び効果的な情報提供のための病院内のフロ

ー整備を含めた就労支援強化の必要性が示

唆された。 

がん診断後から離職までの時間に対す

る関連要因について男女別に多変量解析

を実施した結果、男性において，がん診

断後から離職までの時間に有意差が認め

られた変数は，化学療法，診断時雇用形

態であった。一方，女性では，手術，化
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学療法，診断時の雇用形態，診断当時の

職場での産業保健スタッフの有無であっ

た。がん診断後から離職までの時間に関

連する要因は，がん診断後の離職予防を

目的とした臨床現場でのアセスメント項

目とし，院内外の資源につなげることが

期待される。 

 

（３） がん患者の離職実態調査（前向き観

察研究）＜西田（俊）グループ＞ 

がん患者の職業生活と治療の両立のため

の支援体制は、現在政策的に進められつつ

あるが、それは、解雇や再就職が困難等、

問題が顕在化した事柄への対応策として社

会保険労務士やハローワーク・産業医との

連携体制を強化するといった人的整備が中

心であり、離職防止の観点からの仕組みづ

くりやアウトカム評価は行われていない。 

本研究では①がん患者の診断初期の離職

率の把握、②離職背景と復職の阻害要因の

解析、③就労継続・復職にあたり、医療者

が果たすべき役割の明確化を目的とし、２

施設で患者対象前向き観察研究（初診時、

初診６か月後、初診２年後）を開始した。 

平成27年8月～平成28年6月の期間に、

国立がん研究センター東病院および神奈川

県立がんセンター初診し、調査に同意を得

た 423 名に調査票を配布し、388 名より回

答を得た（回収率 91.7％）。 

第 1 回調査にて 2 回目以降の調査協力に

ついての合意を得た患者を対象に、第 1 回

調査から約 6 か月目に、第 2 回目の調査を

実施している。平成 28 年 3 月より開始、平

成28年 12月 31日時点で232名に調査票を

配布し、207 名より回答を得た。（回収率

89.2％） 

現時点では、早期の結果のみ判明してい

るが、がんの疑いの説明を受けた時点から

6 か月の間に、約 18％の患者が離職ないし

離職を考慮していた。診断初期のがん患者

の主たる支援ニーズは、①診断初期には、

患者は本来受けられる支援の情報を持って

おらず、その情報を求めていること、②治

療に要する時間等のがん治療の標準的な情

報であった。また、がん患者の多くは小規

模事業所の従業員であり、そちらへの支援

も重要であることが示唆された。 

 

（４） がんと仕事のＱ＆Ａの改定２版の

作成 ＜高橋グループ＞ 

平成 25 年２月に公表した「がんと仕事の

Q&A」初版のコンテンツに対する意見を、患

者・家族 30名、企業関係者・医療者各５名

を対象に、コメントシートおよび対面式ヒ

アリングによって収集した。収集し、その

結果に基づいて修正第２版を作成した。 

コメントに基づき、①Ｑ＆Ａとコラムの

目次の作成、②Ｑ＆Ａの順序の時系列順の

並び替え、③内容再吟味に基づいたＱ＆Ａ

の統合と分離独立、④わかりにくい説明文

の修正、⑤体験談コラムの追加、⑥資料編

のリンク確認と説明の修正、⑦Ｑ＆Ａとコ

ラムの用語索引の作成、⑧文字サイズとレ

イアウトおよび冊子サイズ（Ａ５→Ａ４）

の修正を実施した。最終的に、81のＱ＆Ａ、

47 のコラム、「体験者からのアドバイスの

花束」、資料編、索引で構成されるＡ４版

81 ページの冊子となり、「がんと仕事のＱ

＆Ａ第２版」として平成 26 年 11 月に公表

した。全プロセスは患者作業部会との連携

のもと進行した。 

また、第２版は国立がん研究センターが
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ん対策情報センターに委譲され、その内容

は同センター「がん情報サービス」におい

て公開されるとともに PDF ダウンロードが

できるようにした。冊子体は、同センター

刊行物発注サービスが提供する資材リスト

に入れ、全国の医療機関等からの発注を可

能にしている。 

 

（５） 「症状別職場対応のヒント集」作成 

＜高橋グループ＞ 

 がん治療は種々の副作用や合併症を引き

起こすが、患者が就労する際、それらの症

状が作業の障害になることが少なくない。 

 本プロジェクトでは、まず H26 と H27 年

度に実施した患者調査をもとにして、16の

症状と対応のヒント、および周囲とのコミ

ュニケーションのヒントから成る「がん就

労者のための症状別対応ヒント集」β版（以

下、「ヒント集β版」と記載）を作成した。

次いで、H28 年度にはヒント集β版に対す

る患者・がん体験者の評価を明らかにする

とともに、修正に向けたコメントと追加体

験談を収集した。 

 ヒント集β版の評価については、「がん患

者にぜひ/やや紹介したい」97.7%、「就労場

面での対応にとても/やや役立つ」95.5%、

「がん患者のニーズにとても/やや合致し

ている」93.2％であり、高い評価が得られ

た。また、ヒント集β版のタイトル、レイ

アウト、内容に関しても種々のコメントが

得られた。 

 32 名から追加の症状体験談が得られた。

就労の妨げになる症状として選択した回答

者が多かったのは、「だるさ・疲れやすさ」

22 名、次いで「気分の落ち込み」18名、「脱

毛」「記憶力・集中力の低下」各 11名、「手

術部位の痛み」「ほてり・のぼせ」各 8名等

の順であった。 

ヒント集β版はがん体験者の間で高い評

価を得たが、その一方、多くの改善点も指

摘された。現在、指摘された改善点や追加

収集をした症状をもとにして、症状を増や

した内容改定を実施中である。 

 

（６） 医療者に向け「治療と職業生活の両

立支援ガイドブック」を作成 

＜高橋グループ＞ 

 本研究の目的は、がん治療に携わる医療

者が、病気になっても就労を継続したいと

希望する患者を支援するときのポイントに

ついて、職場に意見書を提出する際の留意

点も含めて、参照できるガイドブックを作

成することである。 

 がん治療に携わる医師１０名のヒアリン

グから得られた意見を反映してガイドブッ

ク作成ワーキンググループが目次案を作成

し、それをヒアリング協力医に提示して最

終案とした。 

総論と各論３章からなるガイドブックを

作成した。各論は、１章「医療者が知って

おきたい就労の基礎知識」、２章「医療現場

でできる就労支援の具体的なかたち」、３章

「主治医と職場の情報教諭のヒント」から

構成され、１６個のQ&Aと７個のコラムを収

載した。 

本ガイドブックは、がん治療医を対象と

した研修等における教育資材としての活用

が期待される。 

 

C-2  事業場向けプロジェクト 
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（１） 企業における有病者の職場復帰支

援に関する研究―経営者・人事担当

者へのインタビュー調査結果から 

＜西田（豊）グループ＞ 

「企業の有病者支援(がん患者支援)が従

業員の態度や離職率にどの様に影響するか」

を明らかにすることを目的として、企業の

人事担当者や経営者へインタビューを実施

し、がん患者や有病者に支援的な職場文化

づくりに向けて具体的にどのような働きか

けが有用なのかを明らかにするための実態

調査を行った。特に、一般的に公開されて

いる会社の支援制度や規定などに加え、支

援に対する企業の優先順位や判断基準、苦

心している部分を聞き取ることを重視した。

企業規模は社員 15 名のベンチャー企業か

ら社員約 918 名の中堅企業まで、8 社の協

力を得た。 

インタビューでは、まず①支援制度の有

無、②がんなどの長期間の休業者が出た場

合の対応の具体的な流れ、③長期の休業者

が出た場合の問題点や工夫について必ず質

問し、その後、各企業で実際にあった事例

について聞き取りを行った。その際、その

時の考え方や、その背景について質問し、

行動や判断の背景にある要因を探り出すよ

うにした。 

インタビューを通じて、大企業と中小企

業で状況が異なることが明らかになった。

「有病者が安心して仕事復帰ができるよう

な支援体制」というのは、充実した支援制

度やルールだけあれば全てうまくいくとい

うものではなく、企業としてどの程度その

負担に耐えられるかというコストの問題が

先ず前提条件となってくることが指摘され

た。また、制度を充実させていくことでさ

らに復帰しやすい土壌（組織風土）に変化

していくと考えられた。さらに、このよう

な規模による差だけではなく、職種や仕事

内容によっても有病者支援のあり方は異な

るはずであり、企業ごとにもその取り組み

方や運用の仕方、制度の目的自体にも差が

あると考えられた。 

 

（２） 産業看護職向け研修プログラムの

開発と評価 ＜錦戸グループ＞ 

H25 までの研究で開発した産業看護職向

けガイドブック「がんをもつ労働者と職場

へのより良い支援のための 12 のヒント」を

用いた産業看護職向け研修プログラムの効

果検証を行うために、H25 年度の研修実施

に引き続いて研修後の変化をみるためのデ

ータ収集を行い、H25 年度までに得られた

データと合わせて総合的な分析・評価を行

った。 

研修前、研修直後、研修 3 か月後の 3 回

にわたる調査に関して記入漏れがなかった

40 名のデータを分析した結果、研修後の約

3 ヶ月間にがんと診断され治療している従

業員、または過去に治療していた従業員へ

の支援を実施した者が半数以上おり、その

うち 86％から本研修が実際の支援実践に

役立ったとの回答が得られた。また、研修

前、研修直後、3 ヶ月後と時間を経るに従

って、がんと就労に関する支援項目を実施

することへの自信が高まっていた内容が

15 項目あり、集合研修により支援の視点を

学び、実際に職場に戻って実践することに

よりさらに自信が深まるという好循環が起

こっていた可能性が考えられた。 

本研究により、我々が開発した支援ガイ

ドフックを活用した、がんと就労に関する
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産業看護職向けの研修プログラムの効果が

検証できたと考える。今回開発・検証した

産業看護職向け研修プログラムおよび支援

ガイドブックが今後広く活用され、産業看

護職による職場でのがん就労支援が普及・

強化されること期待する。 

 

（３） 人事労務担当者と産業看護職の合

同研修プログラムの開発と評価 

＜錦戸グループ＞ 

中小規模事業所などの産業保健スタッフ

が不在の職場においては、人事労務担当者

がその役割の一部を担う必要がある。そこ

で、「がんをもつ労働者と職場へのより良い

支援のために」というテーマで、人事労務

担当者と産業看護職が合同で参加する２時

間強の研修プログラムを開発・検証した。 

H26 年度にパイロット研修を３度実施

し、計 62 名が参加した。研修プログラムは、

がん治療を受ける従業員の事例をもとに、

治療が就労に与える影響を想起して必要な

配慮を考える個人ワークと、人事労務担当

者・産業看護職の総合が入る小グループ討

議で職場としての支援を検討するグループ

ワークを組み合わせた。 

研修後に実施した質問紙を分析した結

果、『研修でヒントを得られた』と回答した

割合が高かったのは、人事労務担当者では

「適切な就業上の配慮の判断（73%）」であ

り、産業看護職では「適切な就業上の配慮

の判断（94%）」「がんの回復状況と就業上

の配慮とのバランスを見極めること

（100%）」であった。人事労務担当者から

の産業看護職からのがん就労支援への期待、

ならびに産業看護職自身の役割意識につい

ても研修によって向上したとの回答が多か

った。 

中小規模事業所を含むすべての職場で

のがん就労支援の普及を目指して、近年、

行政主導の研修会や専門職による研究会、

ピアサポート活動の推進などが進められて

おり、その動向からも多職種が参画する研

修会・研究会の意義が示唆されたと考えて

いる。本研究成果が、多職種が参画する研

修会・研究会のさらなる活性化と、がんを

持つ労働者と職場への多職種・多機関から

の多角的支援についての社会的連携とネッ

トワーク化に向けた、有用な資料となるこ

とが期待される。 

 

（４） 企業のがん支援力向上に向けた人

事向け研修 ＜高橋グループ＞ 

本研究の目的は、企業関係者のがん就労

支援力向上に向けて、人事向けパイロット

研修を立案・実施し、その実施可能性と改

善点を明らかにすることである。 

ディープ・アクティブラーニング手法を

用いた一日研修プログラムを立案した。形

成的評価とリハーサルを経て、広島県内企

業７社を対象としたパイロット研修を実施

した。研修プログラムは①オリエンテーシ

ョン、②自社の現状分析（ワーク③④の前

後で２回）、③復職支援の成功/失敗の定義

の検討（ケース利用）、④復職支援の成功/

失敗体験の相互インタビュー、⑤現状分析

から選定した改善項目のアクションプラン

作成 の６種のワークから構成された。研

修全体の満足度は 4.4 点（５点満点）、研修

推奨度は 4.6 点（同）と高評価を得た。ワ

ーク単位の評価では、④インタビューが役

立ち度４．４点、面白度 4.9 点、③成功の

定義が 4.6 点、4.3 点の評価が高かった。
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２か月後のフォローアップは全員から返信

を得られた。 

本パイロット研修の実施可能性が担保さ

れ、受講者評価が高いことが確認された。

今後、評価指標の選定やプログラムのバリ

エーション可が課題である。 

 

（５） 「事業場における治療と職業生活

の両立支援のためのガイドライン」

の普及に向けた企業向け研修プロ

グラムの立案実施と研修パッケー

ジ作成 ＜高橋グループ＞ 

 本研究では、平成 28 年 2 月に厚労省が公

開した「事業場における治療と職業生活の

両立支援のためのガイドライン」（以下、

ガイドラインと記載）を全国の企業に周

知・普及させるための研修を立案し、その

教材パッケージを作成した。 

平成 27 年度に立案・実施した人事向け一

日研修を元に、ディープ・アクティブラー

ニング手法を用いた約２時間の研修プログ

ラムを立案した。広島県内企業関係者を対

象にして、研究班関係者が講師となって周

知研修の feasibility を確認し、同プログ

ラムを用いて、全国展開時に講師となる予

定の労働者健康安全機構両立支援促進員を

対象としたトレーナー研修を実施した。 

両立支援促進員対象研修のプログラムは

①講話（背景と全体像）、②前提の理解（ガ

イドライン内容を互いに教え合うペアワー

ク）、③両立支援を行うための環境整備（自

社の状況評価と改善案作成）、④両立支援の

進め方（ミニケースを用いた両立支援プラ

ンの立案）、⑤質疑・まとめで構成された。

広島県内企業関係者を対象とした評価（５

点満点）は、研修の全体的満足度 4.5±3.5

点、役立ち度 4.2±2.3 点、活用しようと思

う程度 4.1±2.1 点であった。両立支援員向

け研修の内容については、2016 年 8 月 9 日

のパイロット研修の経験を反映して、レッ

スンプラン・投影用スライド（講師用説明

テキストつき）・受講者用テキスト・受講者

アンケートの４点の教材から成る研修パッ

ケージを作成し、厚生労働省労働基準局安

全衛生部労働衛生課に提出した。 

今後、本教材を用いた企業向けガイドラ

イン周知研修の全国展開が期待される。 

 

（６） 都道府県で行われた「がんと就労」

に関する調査報告レビュー 

＜錦戸グループ＞ 

 がん就労者に対する仕事と治療の両立支

援の現状と課題を明らかにすることを目的

に、各都道府県の「がんと就労」に関する

調査報告書のレビューを行った。インター

ネットで資料を収集し、共通する調査項目

と自由記述に着眼して、「がんと就労」に関

する実態を分析した。 

「がんと就労」に関する調査報告書を公

開していたのは、全部で 12 都道県であった。

患者・家族を対象とした調査結果を集約す

ると、治療前後で就労を継続している者は

2～5 割であった。就労に関する相談相手は、

上司、家族が多く、産業保健専門職への相

談は少なかった。企業を対象とした調査結

果からは、がんと診断された従業員は 5～9

割就労を継続しており、事業所別に見ても

2～5 割でがん就労者が存在していた。 

就労継続に必要な知識やノウハウが得ら

れるようなツールの開発、およびがんと就

労の両立に詳しい専門家にアクセス出来る

ような情報を患者に提供するシステムの構
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築が必要と考えられた。事業者による支援

では、従業員規模が大きいほど私傷病にお

ける休業・休暇の規程を持つが、専門外来

での治療に利用しやすい時間単位の休暇制

度の導入率は低くなっていた。一方、小規

模事業所では個別対応が多かった。課題と

して他社の取り組み、成功事例の共有、医

療者との連携が必要であることが示唆され

た。本研究の結果を、本人・会社が納得で

きる就労継続に向けた支援モデルの検討に

活用していくものとする。 

 

（７） 中小企業向け両立支援ツール（PC

版）の開発 <錦戸グループ＞ 

中小企業において、がんと診断された労

働者の就労支援に役立った工夫や対策を良

好事例として収集し、中小企業での「がん

治療と就労の両立支援」のあり方を明らか

にするとともに、両立支援を促進するため

の支援ツールを開発することを目的に研究

を実施した。 

都内7社の経営者または人事労務担当者

を対象としたインタビューを実施した。分

析の結果、中小企業における両立支援のあ

り方として、社員の健康を重視する社長の

方針が明確で経営理念や社是にも明示する

などの「健康重視の社長方針と経営理念の

周知」、本人・家族が病気になっても互いに

支え合う社員同士のつながりやコミュニケ

ーションを強化する「職場での相互支援・

コミュニケーションの促進」、通院、体調管

理に必要な休みの取りやすさや、特別休

暇・費用補助によるがん検診の受診奨励な

どの「休暇取得とがん検診受診の奨励」、短

時間勤務や軽作業への配置転換など体調に

無理のない働き方を調整する「勤務時間と

勤務内容の柔軟な工夫」、上司や人事労務担

当者が無理のない働き方について相談にの

り制度情報などを提供する「上司・人事労

務担当者による細やかな相談対応」、外部の

医療専門職に両立支援に関する相談をする

などの「外部資源との連携や情報の活用」

の6つの大カテゴリーが抽出された。 

上記の研究結果に基づきＰＣ上で利用で

きる支援ツールを開発し、研究班ホームペ

ージで公開した。ツールは、6領域24項目か

ら構成され中小企業向けのがん治療と就労

の両立支援度チェック（レーダーチャート

作成）と、支援の重要性に関する解説や改

善ヒントからなる。本支援ツールについて

はアプリ版についても企画検討を行い、今

後に向けた示唆を得た。 

これらの支援ツールを中小企業における

がん治療と就労の両立支援の普及推進の一

助としていきたい。 

 

（８）愛媛県におけるがん患者就労支援

に向けた中小企業と基幹病院の連携の試み

―企業管理職研修の立案と実施 

＜青儀グループ＞ 

愛媛県の事業所状況として、従業員300

人未満のいわゆる中小企業が約9割を占め、

従業員30人未満の事業所は5.5割に上る。中

小企業は、大企業に比べて経営体力が乏し

く、企業の質の維持と従業員への雇用責任

の調整が難しいことが予測される。さらに

産業医をはじめとする従業員のがん就労問

題を支援する体制が貧弱である現実もある。

その一方で、経営者や人事労務担当者が、

がんに罹患した従業員に対して、より細や

かな配慮や対応ができる可能性がある。 

本研究では、愛媛県に経営母体があり、従



13 
 

業員雇用に対する理解・配慮の深い企業で

ある（株）明屋書店（従業員数 221 名・愛

媛県を中心に高知、山口・福岡・大分・静

岡・東京当等、広域に出店。現在、全国 1

都 12 県に直営 81 店、FC10 店、合計 91 店

にチェーン展開）の協力を得て、愛媛県内

の同社のブロック長・店長 62 名を対象とし、

がんおよびがん患者の就労支援に関する情

報を共有し、就労支援協力体制構築のため

のセミナーを企画・実施した。 

セミナーは、①日本のがん統計とがん患

者の就労支援に関する政策、②愛媛県にお

ける相談窓口や四国がんセンターで実施し

ている就労支援、③映像教材による就労支

援の実態体験（東京都作成ビデオを使用）、

④小グループによるKJ法を用いたディスカ

ッションと討議内容の共有である。セミナ

ー前後に内容確認の質問を実施した。 

小グループ討議では、上司としてできる

支援策として、がんと診断された本人向け、

本人の同僚である部下向け、その他向け（顧

客向け対応や支援制度の整備等）が提案さ

れた。 

本研究は地方に拠点を持つ特定の中小企

業の管理職を対象とした研修を検討したも

のである。地域における医療機関との連携

例として、展開が期待される。 

 

C-3 一般市民向け情報発信 

H26からH28年まで、日本対がん協会か

らの開催助成を得て、オープン参加のシン

ポジウムを３回開催した。各回100～150名

の患者/家族、企業関係者、医療関係者、行

政関係者が参加した。H27年度のシンポジ

ウム記録は日本対がん協会ホームページ

（動画）で公開された。H28年度シンポジ

ウム記録は、冊子化するとともに、PDFを

研究班ホームページで公開した。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

 なし 

 
Ｇ. 研究発表 
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